
1．編成概要

2．主な事業 （単位：千円）

新型コロナウイルス感染症対策事業
❶感染拡大防止と検査体制の強化

(1)検体採取等を行う「地域外来・検査センター」の設置
(2)1歳6か月児・3歳児健診の集団から個別健診への切替え
(3)里帰りが困難な妊産婦への育児等支援サービスの利用補助
(4)保育所等の衛生用品購入等への支援
(5)小学校・中学校での感染防止策
(6)松山城など観光施設での感染防止策

❷地域経済対策
(1)無利子融資枠の更なる拡充 《330億円→380億円》
(2)国の臨時交付金を後年度の利子補給金の財源に活用するための積立
(3)道後温泉地区での回遊ルートや授乳室等の受入環境整備
(4)松山城のVR映像コンテンツの制作
(5)近隣県へのＣＭ等による魅力発信
(6)漁業者や漁協の資機材購入、漁場の保全活動等を支援
(7)市場で取引された生鮮食料品等の割安な価格での販売支援

❸市民生活の支援と「新しい生活様式」への対応
(1)国の特別定額給付金の対象とならない新生児に10万円を給付
(2)節水ｼｬﾜｰﾍｯﾄﾞの購入助成等「新しい生活様式」に対応した節水推進策
(3)ICTを活用した全世代型防災教育

❹児童生徒の学びの保障
(1)児童生徒が家庭学習を効果的に進めるための教材整備
(2)未配置校へのスクール・サポート・スタッフの配置
(3)学習アシスタントの活動時間の拡充
(4)修学旅行の延期、行程変更等に伴うｷｬﾝｾﾙ料や追加経費の支援

その他の事業
❺令和2年7月豪雨災害からの復旧

❻SDGs未来都市の推進

❼市単独の公共事業

3．補正予算の規模 4． 議案等

（単位：千円） ○認定案 2 件
○予算案 3 件

％ ○条例案 4 件
％ ○事件案 6 件
％ ○人事案 4 件
％ （計 19 件）

○報告 7 件
合　計 5,858,790 452,675,774

計 5,858,790 435,744,274 18.20
公債管理特別会計 - 16,931,500

特別会計 79,244 134,168,904 1.65
企業会計 - 48,510,100 △ 0.82

一般会計 5,779,546 253,065,270 34.78
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令和2年9月定例会補正予算等の概要

　今回の補正予算は、今後、秋から冬にかけて懸念される新型コロナウイルスの感染拡大への備えを徹底し、
感染症から市民生活と地域経済を守るため、❶感染拡大防止と検査体制の強化、❷地域経済対策、❸市民生活
の支援と「新しい生活様式」への対応、❹児童生徒の学びの保障を4本柱とし、更に対策を推し進める。ま
た、❺今年7月の豪雨災害からの復旧を進めるほか、❻SDGs未来都市の推進、❼市単独の公共事業などに必要
な措置を講じる。
　まず、❶PCR検査の実施に必要な検体の採取等を行う「地域外来・検査センター」を医師会との連携で設置
し、検査体制を強化する。また、幼児健康診査を集団健診から個別健診へ切り替えるほか、里帰り出産が困難
な妊産婦に育児等支援サービスの利用料を補助する。さらに、保育所等での衛生用品の購入を引き続き支援す
るとともに、市立の各小中学校や観光施設で感染防止策を徹底する。
　次に、❷中小企業等への無利子融資枠を380億円まで拡充し、資金繰りを一層支援するとともに、国の臨時
交付金を後年度の利子補給の財源に活用するため、同交付金を原資に基金へ積立を行う。また、道後温泉地区
で歩行者の安全対策や、回遊ルート、授乳室など受入環境の整備等を行うほか、築城当時の松山城の姿をVR
（仮想現実）で体験できる新たな観光コンテンツや、近隣の県に向けて本市の魅力を発信するCM等を制作す
る。さらに、漁業者等の資機材購入や漁場の保全活動等を支援するほか、卸売市場の生鮮食料品等を割安な価
格で販売し、生産と消費の両面から農林水産業の振興を図る。
　加えて、❸国の特別定額給付金の対象とならない、今年の4月28日以降の新生児を対象に市独自で10万円を
給付する。また、新たに節水シャワーヘッドの購入に助成するほか、ICTを活用した全世代型の防災教育に取
り組むなど、「新しい生活様式」に対応した施策を進める。
　次に、❹児童生徒が家庭学習を効果的に進めるための教材を整備するほか、学校現場でスクール･サポート･
スタッフを増員するとともに、学習アシスタントの活動時間を拡充する。さらに、修学旅行の延期や行程変更
等で発生したキャンセル料等を補助する。
　このほか、感染症の影響で中止したイベントの経費等、不用になった既存予算を減額補正し、新たな対策に
必要な財源として活用することとした。
　感染症対策以外の取組では、❺今年7月の豪雨で被害を受けた道路、ため池等の復旧を早急に進めるととも
に、❻本市が四国で初めて国の「SDGs未来都市」と「自治体モデル事業」の両方に選定されたことを受け、中
島地区でのモデル事業やSDGsの普及、啓発等を実施する。また、❼市民生活に関連の深い道路や下水排水路、
農道の整備など市単独の公共事業を進める。
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